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Ⅰ．研究の背景および目的

１．研究の背景

　我が国の高齢化率は，2022年に29.0％となっ
た（内閣府 2023）．認知症高齢者数は2025年に
730万人にまで急増し，高齢者の20.0％が認知
症になると推計されている（二宮 2015）．終末
期において，重度の認知症や脳血管疾患などに
よる認知機能の低下により，約70％の高齢者が
自ら意思決定できない状態にあると報告されて
いる（Silveira et al．2010）．人生の最終段階
における医療・ケアの選択に本人の意向をどう
反映するかは，特に認知症高齢者への支援の大
きな課題となっている．

　厚生労働省（2018a）は，終末期医療の決定
プロセスに関するガイドラインを改訂し，「人
生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ
スに関するガイドライン」を公表した．このガ
イドラインは，諸外国で普及しつつある「ACP
（アドバンス・ケア・プランニング：人生の最
終段階の医療・ケアについて，本人が家族等や
医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプ
ロセス）」（厚生労働省 2018b：1）の概念を盛
り込んだ上で，「担当の医師ばかりでなく，看
護師やソーシャルワーカー，介護支援専門員等
の介護従事者などの，医療・ケアチームで本人・
家族を支える体制を作ることが必要」（厚生労
働省 2018b：2）という考えに基づき策定され
た．同年には「認知症の人の日常生活・社会生
活における意思決定支援ガイドライン」（厚生
労働省 2018c）も発表され，ケアを提供する専
門職種や行政職員の例に，社会福祉士，精神保
健福祉士，地域包括支援センター職員などが挙
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できる．
　ACPへの期待に対するわが国の実情とし
て，角田（2015）は，実際にACPとは具体的
に何をすればよいのかが明確にならないまま，
臨床現場ではそれぞれが手探りで，ACP実践
に役立てようと苦労していると述べている．加
えて，1983年～2014年の日本語文献のレビュー
を行った結果，ACPに関する文献数は2010年
以降から飛躍的に増えているが解説が多く，
ACPは重要であるとの言及に留まっていると
指摘している．
　Hirakawa et al．（2018） は，ACPは， 本 人
とその家族がACPを行う準備ができた時に成
功する可能性があり，個々のニーズを把握する
介護支援専門員とソーシャルワーカーは，本人
やその家族がACPのプロセスに参加する準備
ができているか，評価する必要があると述べて
いる．また，身体的・心理的・社会的状況の変
化により，ACPのプロセスに参加する準備状
況は個々で異なるため，新たにACPプロセス
に参加する本人だけでなく，すでにACPに参
加している本人に対しても評価する必要性が示
されている．これらにより，介護支援専門員と
ソーシャルワーカーは，人生の最終段階に関し
て前向きな対話が行えるような環境をつくるた
め，本人と良好な信頼関係を築くことが重要で
あると指摘している．
　このHirakawa et al．（2018）の指摘から，
筆者らは，これまでの認知症高齢者に対する
ACP実践をソーシャルワーク実践モデルに基
づいて分析し，体系的整理を試みることで，今
後，一層，必要性が高まると予想される認知症
高齢者に対するACP実践に関する研究の発展
に資することができるのではないかと考えた．
体系的整理にあたって，石川（2019）による「４
つのシステムからみた３つの実践レベル」とい
う枠組みに着目した．この枠組みは，横軸にミ
クロ・メゾ・マクロの実践の枠組みを配置し，
縦軸にPincus & Minahan（1973）によるシス
テムモデルの４分類（ワーカー・システム，ク
ライエント・システム，ターゲット・システム，
アクション・システム）を配置したものである．

げられている．
　これらのガイドラインから，医師や看護師だ
けでなく，ソーシャルワーカー，介護支援専門
員などにも，認知症高齢者を対象とした意思決
定支援の実践が求められていることが確認でき
る．具体的なACP実践には，治療やケア等に
関する本人の意思決定支援や，意思決定できな
くなった時に備えて，家族等が将来の医療に関
する本人の意向を理解し，代理意思決定を行う
際の精神的負担感の軽減等が期待されている．
一方で，先行研究からは，医療・ケア等のサー
ビスに認知症高齢者の意思が十分に反映されて
いない実践現場の実態がうかがえる．例えば，
上村ら（2013）によれば，人生の最終段階にお
いて，本人の意思が確認できなかった要因とし
て，最も多いのは認知症であった．濵﨑・片山
（2021）によると，認知症軽度の場合には，日
常生活に関する内容に関しては本人への意思確
認が行われる傾向にあるものの，認知症中等
度・重度になると，日常生活上の選択・治療の
選択等に関する内容については，本人ではな
く，家族への意思確認が行われる傾向にあるこ
とが示されている．牧原ら（2023）は，代理意
思決定を担う割合が高い家族が代理意思決定を
経験した心情としては，後悔・閉塞感・選択に
対する揺らぎと不安が示され，家族に精神的負
担感があることが明らかにされている．
　菊本ら（2022）によると，代理意思決定者の
選定が認知症高齢者のACPの特性の１つとし
て捉えられている．星野（2023）は，意思決定
において本人が決定できないことや，すぐに答
えが出せないことも保障するという考え方（ミ
クロシステム）や，個人のみならず，周囲への
意思決定支援という考え方を育てる（メゾシス
テム）こともソーシャルワーク実践であると述
べている．さらに，社会全体として価値観や多
様性の尊重が根付くようなソーシャルワーカー
の関与（マクロシステム）が重要であると述べ
ている．認知症高齢者の意思決定を支援する
ACPの取り組みは，まさにソーシャルワーク
実践におけるミクロ・メゾ・マクロシステムで
の意思決定支援に該当するものと捉えることが
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（１）文献検索の過程

　谷本ら（2018）は，国内外の研究論文の検索
に 医 学 中 央 雑 誌Web版 とCINAHL Plus with 
Full TextとMEDLINE with Full Textの同時検
索システム（CINAHL/MEDLINE）を用い，
2011年１月から2017年４月時点までの文献を
キーワード検索していた．医学中央雑誌Web版
では「アドバンスケアプランニング」OR「Advance 
care planning」で検索し，原著および抄録あり
で絞り込んでいた．また，CINAHL/MEDLINE
では「Advance care planning」AND「Japan」
で検索し，抄録ありで絞り込んでいた．本研究
では，この検索方法を参考に，医学中央雑誌
Web版では「アドバンスケアプランニング」OR
「Advance care planning」AND「認知症」で
検索し，原著および抄録ありで絞り込みを行っ
た．また，CINAHL/MEDLINEでは，キーワー
ド「Advance care planning」AND「Japan」
AND「Dementia」で検索し，抄録で絞り込みを
行った．なお，2017年４月までの文献は谷本ら
（2018）で取り上げられていることから，本研
究では，2017年４月から2023年１月までに期間を
限定し，2023年２月１日に検索した．

筆者らは，この枠組みを活用することで，誰が，
誰を対象として，どのようにアプローチするの
かを明確化でき，包括的にソーシャルワーク実
践を分析することができると考えた．

２．研究の目的

　本研究の目的は，石川（2019）の枠組みを用
いて，認知症高齢者対象のACP実践の知見を，
ソーシャルワーク実践モデルの視点から体系的
に整理し，これまでの実践内容と今後の実践課
題を明らかにすることとした．
　

Ⅱ．研究対象および研究方法

１．文献検索と文献の選択過程

　本研究の方法は，文献研究である．2023年１
月28日に，Ciniiで，「アドバンスケアプランニ
ングAND日本AND文献レビュー」をキーワー
ドにして検索したところ，わが国のACP研究
をレビューした文献（谷本ら 2018）が抽出さ
れた．そこで，谷本ら（2018）による研究論文
の抽出方法を参考に，次の手順で本研究を進め
ることとした．
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用者の自助グループや同様の課題をもつ団
体の組織化等」

（ ｂ）論文の結果の内，主要な内容を抜き出し
て要約・コード化した．

（ ｃ）類似したコード内容をもとにカテゴリー
を作成した．

　要約・コード化の方法には，質的記述的研究
（グレッグら 2016）を用いた．分類とコード
の抽出，カテゴリー生成の確証性を確保するた
め，筆者ら ３名で討議を重ね決定した．なお，
筆者ら全員が質的研究の経験者である．

３．倫理的配慮

　本研究では，一般社団法人日本社会福祉学会
研究倫理規程ならびに日本社会福祉学会研究倫
理規程にもとづく研究ガイドラインを遵守した．

Ⅲ．結果

１．文献の抽出結果

　本研究の対象文献17件の一覧を，表１に示し
た．日本語文献３件，英語文献14件であった．
方法は，質問紙調査９件，インタビュー調査４
件，資料調査２件，コホート調査１件，翻案事
例の調査１件であった．対象は，認知症高齢者
本人４件，家族（介護者を含む）４件，専門職
（医師，看護師，介護支援専門員，医療ソーシャ
ルワーカーなど）４件，本人及び家族（付き添
いの支援者を含む）２件，医療従事者及び家族
介護者１件，事前ケアプランのトレーニング・
ツールキットの翻案作業１件，地域住民１件，
であった．

２．文献の分類結果

　石川（2019）の枠組みに沿って分類した結果，
クライエント・システム×ミクロレベル８件，
ワーカー・システム×メゾレベル５件，ワー
カー・システム×ミクロレベル２件，クライエ
ント・システム×メゾレベル１件に分類でき
た．地域住民に調査を行った研究１件（赤津ら 
2018）は，ワーカー・システムやクライエント・
システムに該当しない研究と考えられたため，

　対象論文の選定フロー（図１）の通り，計52
件が抽出された．

（２）文献選択過程

　谷本ら（2018）の除外基準は，（１）重複論文，
（ ２） タ イト ル ま た は 抄 録 にadvance care 
planning（ACP）を含まない論文，（３）症例報
告などの研究データを含まない論文であった．
これを参考に，本研究の除外基準は，（１）ACP
に関する題目ではない論文，（２）日本の研究で
はない論文，（３）レビュー論文，（４）重複論文，
（５）実践報告，論説，紀要論文，（６）タイト
ルまたは抄録にAdvance care planning（ACP）
とdementia（認知症）を含まない論文とした．
除外の結果，本研究の対象文献は17件となった
（図１）．

２．分析方法

　対象文献について，石川（2019）の枠組みに
従って，以下の手順で分類を行った．
（ ａ）分類は，社会福祉学を専攻とする研究者

と，10年以上の経験がある福祉専門職の２名
で，石川（2019：33）による以下の整理に準
拠して実施した１）．なお，石川（2019）は，
ターゲット・システムはワーカー・システム
やクライエント・システムに比べて多様・複
雑で広範囲に及ぶこと，アクション・システ
ムはターゲット・システムとは密接な関係に
あり明確な区分は難しいと述べていることか
ら，本研究では，研究結果の要約の対象を，
ワーカー・システムとクライエント・システ
ムのみに限定することとした．

　・ ワーカー・システム×ミクロレベル：「ワー
カー個人やワーカー仲間（個人レベルでの
専門職知識や技術の向上など）」

　・ ワーカー・システム×メゾレベル：「ワーカー
が所属する組織，専門職団体等の働きかけ
等（専門職による会議等も含む）」

　・ クライエント・システム×ミクロレベル：
「利用者や家族へのアプローチ（従来のク
ライエントとその家族に対する支援，援助）

　・ クライエント・システム×メゾレベル：「利
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応（

献
体

）に
関

し
て

は
有

意
差

を
も

っ
た

意
識

変
化

を
認

め
た

．
ま

た
蘇

生
・

延
命

の
希

望
者

数
と

救
急

搬
送

希
望

者
数

に
乖

離
を

認
め

た
．

H
am

an
o 

J.
, 

O
is

h
i 

A
., 

K
iz

aw
a 

Y
., 

et
 

al
.

Id
en

tifi
ed

 P
al

lia
tiv

e 
Ca

re
 A

pp
ro

ac
h 

N
ee

ds
 w

it
h 

SP
IC

T
 i

n 
F

am
il

y 
P

ra
c

ti
c

e
: 

A
 P

re
li

m
in

a
ry

 
O

bs
er

va
tio

na
l S

tu
dy

.

20
18

SP
IC

T
を

用
い

て
判

定
さ

れ
た

，
緩

和
ケ

ア
ア

プ
ロ

ー
チ

が
必

要
な

家
庭

医
患

者
の

日
本

に
お

け
る

有
病

率
と

特
徴

を
探

る
．

質
問

紙
調

査
平

均
年

齢
79

.0±
7.4

歳
の

患
者

87
人

８
人

（
9.2

％
）

の
患

者
に

緩
和

ケ
ア

ア
プ

ロ
ー

チ
が

必
要

で
あ

る
と

確
認

さ
れ

た
．

緩
和

ケ
ア

を
必

要
と

し
た

患
者

の
平

均
年

齢
は

82
.3±

8.3
歳

で
，

主
な

基
礎

疾
患

は
心

臓
・

血
管

疾
患

（
37

.5％
），

認
知

症
・

虚
弱

（
25

.0％
）

お
よ

び
呼

吸
器

患
者

（
12

.5％
）

で
あ

っ
た

．
緩

和
ケ

ア
ア

プ
ロ

ー
チ

の
必

要
性

を
指

摘
さ

れ
た

患
者

８
人

の
う

ち
，か

か
り

つ
け

医
と

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
に

つ
い

て
話

し
合

っ
た

の
は

２
人

の
み

で
あ

っ
た

．

S
h

a
k

u
 F

., 
T

su
ts

um
i 

M
., 

N
ak

am
ur

a 
A

., 
et

 a
l.

F
ac

to
rs

 R
el

at
in

g 
to

 C
ar

eg
iv

er
s' 

P
re

fe
re

nc
e 

fo
r 

A
dv

an
ce

 C
ar

e 
Pl

an
ni

ng
 o

f 
Pa

tie
nt

s 
in

 J
ap

an
: A

 
Cr

os
s-S

ec
tio

na
l S

tu
dy

.

20
19

延
命

治
療

を
含

む
患

者
の

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
（

A
CP

）
に

対
す

る
在

宅
介

護
者

の
嗜

好
と

そ
の

関
連

要
因

を
検

討
す

る
．

質
問

紙
調

査
在

宅
介

護
者

30
9人

半
数

以
上

が
患

者
の

延
命

治
療

の
選

択
に

つ
い

て
わ

か
ら

な
い

と
回

答
し

た
．

性
別

，
同

居
人

数
，

医
師

か
ら

の
説

明
の

理
解

度
，

介
護

期
間

な
ど

が
介

護
者

の
LS

T
嗜

好
と

有
意

に
関

連
し

て
い

た
．

H
ir

ak
aw

a 
Y

., 
H

o
ri

e
 K

., 
Ch

ia
ng

 C
., 

et
 

al
.

C
h

a
ll

e
n

g
e

s 
to

 S
u

cc
e

ss
fu

l 
C

om
m

un
it

y-
ba

se
d 

In
te

gr
at

ed
 

A
p

p
ro

ac
h

 t
o 

D
em

en
ti

a:
 A

 
Q

ua
lit

at
iv

e 
St

ud
y.

20
19

認
知

症
高

齢
者

の
管

理
に

お
け

る
地

域
ベ

ー
ス

の
統

合
的

ア
プ

ロ
ー

チ
を

成
功

さ
せ

る
た

め
の

主
要

な
課

題
を

明
ら

か
に

す
る

．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

医
療

従
事

者
24

人
家

族
介

護
者

13
人

家
族

介
護

者
へ

の
実

用
的

で
わ

か
り

や
す

い
情

報
の

提
供

，
認

知
症

ケ
ア

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
助

け
を

必
要

と
し

て
い

る
認

知
症

高
齢

者
や

そ
の

家
族

の
マ

ッ
チ

ン
グ

を
目

指
す

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

の
推

進
，

高
齢

者
と

医
療

従
事

者
間

双
方

へ
の

A
CP

の
意

識
付

け
の

必
要

性
が

明
ら

か
と

な
っ

た
．

T
su

d
a

 K
., 

H
ig

uc
hi

 A
., 

Y
ok

oy
am

a 
E.

, 
et

 a
l.

Ph
ys

ic
ia

n 
D

ec
isi

on
-M

ak
in

g 
Pa

tt
er

ns
 

an
d 

F
am

il
y 

P
re

se
nc

e:
 C

ro
ss

-
Se

ct
io

na
l 

O
nl

in
e 

Su
rv

ey
 S

tu
dy

 i
n 

Ja
pa

n.

20
19

家
族

の
不

在
が

医
師

の
治

療
意

思
決

定
に

与
え

る
影

響
を

把
握

す
る

．
質

問
紙

調
査

（
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

）
医

師
45

4人

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
１

で
は

，
家

族
の

い
な

い
患

者
に

対
し

て
透

析
と

人
工

呼
吸

を
行

う
意

思
の

あ
る

医
師

は
有

意
に

少
な

か
っ

た
．

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
２

で
は

，
人

工
呼

吸
の

実
施

に
前

向
き

な
医

師
が

少
な

か
っ

た
．

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
３

で
は

，
家

族
の

い
な

い
患

者
に

対
し

て
，

創
傷

処
置

，
手

術
，

輸
血

，
バ

ソ
プ

レ
ッ

サ
ー

，
透

析
，

人
工

呼
吸

，
胸

部
圧

迫
を

行
う

意
思

の
あ

る
医

師
が

有
意

に
少

な
か

っ
た

．

佐
々

木
大

輔
介

護
老

人
保

健
施

設
に

お
け

る
ア

ド
バ

ン
ス

・
ケ

ア
・

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

の
試

み
20

19

介
護

老
人

保
健

施
設

（
老

健
）

に
お

け
る

A
CP

に
つ

い
て

家
族

の
意

向
に

限
定

し
て

検
討

し
，

A
CP

作
成

お
よ

び
実

施
の

資
料

を
得

る
．

質
問

紙
調

査
老

健
入

所
者

10
0

人
の

家
族

医
療

機
関

搬
送

希
望

33
人

，希
望

せ
ず

61
人

で
希

望
し

な
い

が
多

か
っ

た（
p<

0.0
1）

．
医

療
機

関
搬

送
希

望
，

希
望

せ
ず

の
２

群
（

未
定

を
除

く
）

で
希

望
の

有
無

の
カ

ッ
ト

オ
フ

と
な

る
年

齢
は

平
均

寿
命

程
度

の
87

歳
で

あ
っ

た
．

医
療

機
関

搬
送

希
望

せ
ず

群
は

希
望

群
よ

り
も

平
均

介
護

度
は

高
く

，
平

均
H

D
S−

R得
点

が
低

か
っ

た
（

p<
0.0

1）
．

ま
た

，
医

療
機

関
搬

送
希

望
せ

ず
群

は
心

肺
蘇

生
処

置
も

不
要

と
答

え
て

い
た

．
経

口
摂

取
不

能
の

場
合

は
胃

ろ
う

希
望

５
人

．
最

低
限

の
点

滴
の

み
で

よ
い

が
大

半
で

あ
っ

た
．

H
os

hi
no

 D
., 

W
at

an
ab

e 
Y

., 
E

da
hi

ro
 A

., 
et

 a
l.

A
ss

oc
ia

ti
on

 b
et

w
ee

n 
si

m
pl

e 
ev

al
ua

tio
n 

of
 e

at
in

g 
an

d 
sw

al
lo

w
in

g 
fu

nc
ti

on
 a

nd
 m

or
ta

lit
y 

am
on

g 
pa

tie
nt

s 
w

ith
 a

dv
an

ce
d 

de
m

en
tia

 
in

 n
u

rs
in

g
 h

om
es

: 
1-

y
ea

r 
pr

os
pe

ct
iv

e 
co

ho
rt

 s
tu

dy
.

20
20

日
本

の
介

護
施

設
に

入
所

し
て

い
る

進
行

し
た

認
知

症
患

者
に

お
い

て
，

摂
食

・
嚥

下
機

能
の

簡
易

評
価

と
１

年
死

亡
率

の
関

連
を

明
ら

か
に

す
る

．

コ
ホ

ー
ト

研
究

認
知

症
が

進
行

し
た

31
2人

の
入

居
者

参
加

者
の

平
均

年
齢

は
85

.2歳
で

，
79

.5％
が

女
性

で
あ

っ
た

．
１

年
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

で
は

，
70

名
の

患
者

が
死

亡
し

て
い

た
．

年
齢

，
男

性
，

脳
血

管
障

害
の

既
往

，
咬

筋
緊

張
の

触
診

結
果

不
良

，
修

正
水

嚥
下

テ
ス

ト
は

，
１

年
後

の
死

亡
率

と
有

意
に

関
連

し
て

い
た

．

O
b

a
 

H
.,

 
M

at
su

ok
a 

T
., 

K
at

o 
Y

., e
t a

l.

A
tt

it
ud

e 
to

w
ar

d 
de

m
en

ti
a 

an
d 

pr
ef

er
en

ce
s 

fo
r 

di
ag

no
si

s 
in

 
Ja

pa
ne

se
 h

ea
lth

 s
er

vi
ce

 c
on

su
m

er
s.

20
21

日
本

の
医

療
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

を
対

象
に

，
認

知
症

に
対

す
る

意
識

と
診

断
に

対
す

る
嗜

好
を

調
査

す
る

．

質
問

紙
調

査
（

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
）

４
つ

の
病

院
の

診
療

科
外

来
を

受
診

し
た

患
者

ま
た

は
付

き
添

い
の

支
援

者
21

7人

最
も

恐
れ

て
い

る
病

気
は

「
が

ん
」（

43
.8％

），
次

い
で

「
認

知
症

」（
18

％
）

で
あ

っ
た

．
認

知
症

を
選

択
し

た
人

は
，最

も
恐

れ
て

い
る

理
由

と
し

て
，現

実
的

，感
情

的
，社

会
的

な
影

響
を

最
も

よ
く

挙
げ

て
い

た
．

ほ
ぼ

す
べ

て
の

参
加

者
が

，
認

知
症

の
診

断
を

で
き

る
だ

け
早

く
知

る
こ

と
を

希
望

し
て

お
り

，
認

知
症

の
診

断
を

で
き

る
だ

け
早

く
知

る
こ

と
を

希
望

す
る

配
偶

者
は

著
し

く
少

な
か

っ
た

．
平

均
す

る
と

，
日

本
人

の
18

.1
％

が
65

歳
ま

で
に

認
知

症
と

診
断

さ
れ

る
と

推
定

さ
れ

た
．

一
方

，
85

歳
ま

で
に

認
知

症
と

診
断

さ
れ

る
人

は
43

.7%
で

あ
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
．
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著
者

タ
イ

ト
ル

発
行

年
目

的
方

法（
調

査
方

法
）

対
象

（
分

析
対

象
）

主
な

結
果

K
os

ak
a 

M
., 

M
iy

at
ak

e 
H

., 
K

ot
er

a 
Y

., 
et

 
al

.

T
he

 s
ur

vi
va

l 
ti

m
e 

of
 e

nd
-o

f-l
ife

 
ho

m
e 

ca
re

 p
at

ie
nt

s 
in

 F
uk

ui
 

pr
ef

ec
tu

re
, J

ap
an

: A
 r

et
ro

sp
ec

tiv
e 

ob
se

rv
at

io
na

l s
tu

dy
.

20
21

患
者

の
転

帰
を

明
ら

か
に

し
，

患
者

の
原

疾
患

に
着

目
し

て
在

宅
療

養
患

者
の

生
存

成
績

を
よ

り
よ

く
予

測
す

る
た

め
の

要
因

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
，

資
料

調
査

20
17

年
ま

た
は

20
18

年
に

初
め

て
治

療
を

受
け

た
患

者
27

7人

30
日

後
，9

0日
後

，１
年

後
，３

年
後

の
生

存
率

は
，が

ん
患

者
で

そ
れ

ぞ
れ

64
.6％

，3
3.4

％
，9

.5％
，4

.1％
，

認
知

症
患

者
で

91
.9

％
，

86
.4

％
，

78
.1

％
，

47
.0

％
，

そ
の

他
の

神
経

・
脳

血
管

疾
患

患
者

で
91

.9
％

，
86

.4％
，

78
.1％

，
47

.0％
と

，
い

ず
れ

も
高

率
と

な
っ

た
．

が
ん

患
者

お
よ

び
高

齢
者

は
そ

れ
ぞ

れ
認

知
症

患
者

お
よ

び
若

年
者

よ
り

死
亡

す
る

確
率

が
有

意
に

高
か

っ
た

．

N
a

s
u

 
K

., 
F

uk
ah

or
i 

H
., 

M
iy

as
hi

ta
 M

.

L
on

g
‐

te
rm

 c
ar

e 
n

u
rs

es
' 

pe
rc

ep
ti

on
s 

of
 a

 g
oo

d 
de

at
h 

fo
r 

pe
op

le
 w

ith
 d

em
en

tia
: A

 q
ua

lit
at

iv
e 

de
sc

rip
tiv

e 
st

ud
y.

20
21

高
齢

者
を

対
象

と
し

た
長

期
介

護
環

境
に

お
い

て
，

看
護

師
が

考
え

る
認

知
症

患
者

の
「

良
い

死
」

に
つ

い
て

調
査

す
る

．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

認
知

症
患

者
の

終
末

期
ケ

ア
に

携
わ

る
看

護
師

19
人

２
つ

の
テ

ー
マ

，（
１

）
曖

昧
さ

，（
２

）
心

構
え

，
が

明
ら

か
に

な
っ

た
．

参
加

者
は

，
Pw

D
の

良
い

死
に

は
曖

昧
さ

が
あ

る
と

認
識

し
，

Pw
D

を
取

り
巻

く
人

々
が

良
い

死
を

迎
え

る
た

め
の

準
備

を
す

る
必

要
性

を
強

調
し

た
．

準
備

と
し

て
は

，（
ａ

）
認

知
症

に
な

る
前

の
人

格
を

再
認

識
す

る
，（

ｂ
）

変
化

す
る

こ
と

を
尊

重
す

る
，（

ｃ
）

曖
昧

な
欲

求
・

感
情

・
感

覚
を

解
釈

し
満

た
す

，（
ｄ

）
合

意
し

た
自

然
死

の
プ

ロ
セ

ス
に

沿
っ

た
ケ

ア
を

行
う

，（
ｅ

）
関

係
を

保
つ

，
の

５
項

目
が

示
さ

れ
た

．

T
ak

ad
a 

S
., 

O
g

a
ta

 Y
., 

Y
um

ot
o 

Y
., 

et
 a

l.

Im
pl

em
en
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f 
an

 A
dv

an
ce

 
C
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e 

Pl
an

ni
ng

 I
nv
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 I
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Po
ss

ib
le

 E
ffe

ct
 o

n 
Q

ua
lit

y 
of

 D
yi

ng
: 

A
 N

at
io

nw
id

e 
C

ro
ss

-S
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20
21

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
に

お
け

る
認

知
症

者
の

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
実

施
に

関
す

る
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

を
作

成
し

，
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

の
実

施
と

入
居

者
の

死
の

質
と

の
関

連
を

検
討

す
る

．

質
問

紙
調

査

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
56

9施
設

の
管

理
者

と
介

護
支

援
専

門
員

新
た

に
開

発
し

た
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

の
複

合
ス

コ
ア

と
因

子
ス

コ
ア

は
Q

O
Lと

有
意

に
関

連
し

て
い

た
．

島
田

千
穂

・
平

山
亮

・
中

里
和

弘
ほ

か
認

知
症

の
人

は
将

来
を

い
か

に
語

る
か

20
21

不
確

か
な

将
来

を
想

定
し

て
初

期
認

知
症

の
人

が
自

分
の

意
思

や
考

え
を

ど
の

よ
う

に
語

る
の

か
を

明
ら

か
に

し
，

認
知

症
の

人
に

と
っ

て
意

味
あ

る
A

CP
の

方
法

を
検

討
す

る
．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

初
期

認
知

症
の

本
人

と
通

院
に

同
行

し
た

家
族

18
人

各
参

加
者

の
将

来
の

語
り

の
特

徴
は

，「
衰

え
や

死
に

言
及

し
な

い
将

来
の

物
語

」
と

「
衰

え
や

死
を

組
み

込
ん

だ
将

来
の

物
語

」
の

大
き

く
２

つ
に

分
け

る
こ

と
が

で
き

た
．

衰
え

や
死

に
言

及
し

な
い

将
来

の
物

語
に

は
，

将
来

は
，

現
在

の
満

足
感

に
焦

点
化

し
て

現
状

の
継

続
を

希
望

す
る

語
り

と
，

将
来

を
達

観
し

た
語

り
が

得
ら

れ
た

．

N
ak
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N
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M
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ot

o 
Y

., e
t a

l.

Fa
m

ily
 c
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 p
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20
22

在
宅

で
認

知
症

を
患

っ
て

い
る

個
人

の
事

前
ケ

ア
計

画
の

実
施

に
関

す
る

家
族

介
護

者
の

懸
念

を
調

査
す

る
．

質
問

紙
調

査
（

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
）

40
歳

以
上

で
あ

る
認

知
症

の
家

族
の

主
要

な
非

専
門

職
介

護
者

37
9人

15
5人

（
40

.9
％

）
が

愛
す

る
人

が
事

前
ケ

ア
計

画
を

開
始

し
た

と
報

告
し

，
う

ち
88

人
（

56
.8

％
）

に
介

護
専

門
家

が
事

前
ケ

ア
計

画
の

会
話

に
関

与
し

て
い

る
と

回
答

し
た

．
家

族
介

護
者

の
心

配
の

度
合

い
は

，
愛

す
る

人
が

事
前

ケ
ア

計
画

に
関

す
る

会
話

を
始

め
た

場
合

，
有

意
に

低
く

な
っ

て
い

た
．

認
知

症
患

者
と

そ
の

介
護

者
の

特
徴

を
調

整
し

た
結

果
，

心
理

的
幸

福
度

が
低

い
家

族
介

護
者

は
有

意
に

高
い

レ
ベ

ル
の

懸
念

を
示

し
た

．

S
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20
22

患
者

の
延

命
治

療
に

対
す

る
在

宅
介

護
者

と
老

人
保

健
施

設
入

所
者

の
家

族
の

嗜
好

を
調

査
す

る
．

質
問

紙
調

査
在

宅
介

護
者

と
老

人
保

健
施

設
入

所
者

の
家

族
61

9人

延
命

治
療

の
選

択
は

，
在

宅
の

介
護

者
群

で
は

性
別

，
同

居
者

数
，

介
護

期
間

，
医

師
の

説
明

の
理

解
度

と
有

意
に

関
連

し
て

い
た

が
，

介
護

保
健

施
設

で
は

有
意

な
関

連
は

な
か

っ
た

．
さ

ら
に

，
PH

Q
 9

/S
F-

8 
ス

コ
ア

は
 延

命
治

療
の

選
択

と
有

意
な

関
連

を
示

さ
な

か
っ

た
．

W
a

d
a

 
T

., 
Is

hi
m

ot
o 

Y
., 

H
ir

ay
am

a 
K

., 
et

 a
l.

O
ld

er
 a

du
lts

' p
re

fe
re

nc
es

 f
or

 a
nd

 
ac

tu
al

 s
it

ua
ti

on
s 

of
 a

rt
if

ic
ia

l 
hy

dr
at

io
n 

an
d 

nu
tr

iti
on

 i
n 

en
d-

of
-

lif
e 

ca
re

: 
A

n 
11

-y
ea

r 
fo

llo
w

-u
p 

st
ud

y 
in

 a
 c
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20
22

ケ
ア

ホ
ー

ム
で

の
終

末
期

ケ
ア

に
お

け
る

高
齢

者
の

人
工

水
分

補
給

・
栄

養
補

給
（

A
H

N
）

に
対

す
る

希
望

と
実

態
を

明
ら

か
に

す
る

．

資
料

調
査

ケ
ア

ホ
ー

ム
入

居
者

27
2人

事
前

指
示

書
で

は
「

経
口

摂
取

の
み

」（
59

.5％
）

が
最

も
多

く
，

次
い

で
「

点
滴

」（
32

.0％
），

「
集

中
法

」
（

8.5
％

）
を

希
望

し
て

い
た

．
27

2人
の

参
加

者
の

う
ち

90
人

が
事

前
指

示
書

を
２

回
作

成
し

，
83

.3
％

が
W

av
e1

か
ら

W
av

e2
ま

で
A

H
N

の
好

み
を

変
え

な
か

っ
た

．
20

20
年

末
ま

で
に

，
27

2人
の

う
ち

93
人

が
ケ

ア
ハ

ウ
ス

で
死

亡
し

た
．

A
H

N
は

，
48

.9％
（

経
口

摂
取

の
み

），
51

.4％
（

点
滴

注
入

），
55

.6％
（

集
中

法
）

で
そ

れ
ぞ

れ
高

齢
者

の
希

望
に

沿
っ

た
形

で
提

供
さ

れ
て

い
た

．
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20
22

本
研

究
は

，
K

ist
le

r 
ら

に
よ

る
米

国
の

プ
ラ

イ
マ

リ
・

ケ
ア

臨
床

医
向

け
の

認
知

症
に

特
化

し
た

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

・
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
を

日
本

語
に

翻
訳

す
る

に
あ

た
り

，
日

米
で

の
翻

案
上

の
課

題
に

つ
い

て
考

察
し

た
．

翻
案

事
例

の
調

査

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

・
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
の

翻
案

作
業

認
知

症
に

特
化

し
た

ア
ド

バ
ン

ス
・

ケ
ア

・
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
研

修
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
の

翻
案

の
課

題
と

し
て

，
（

１
）

翻
訳

の
課

題
（

N
=4

2）
，（

２
）

認
知

症
患

者
の

た
め

の
医

療
制

度
の

違
い

（
N

=3
1）

，（
３

）
明

確
化

（
N

=2
8）

，（
４

）
医

療
用

語
の

違
い

（
N

=1
0）

の
４

点
が

見
出

さ
れ

た
．

翻
訳

の
課

題
に

つ
い

て
は

，
英

語
と

日
本

語
間

の
言

語
的

課
題

に
関

連
し

た
も

の
が

４
点

あ
げ

ら
れ

て
い

た
．

日
米

に
お

け
る

認
知

症
へ

の
医

療
制

度
の

違
い

に
起

因
す

る
課

題
に

つ
い

て
も

，
医

療
政

策
や

医
療

行
為

の
違

い
な

ど
，

４
点

あ
げ

ら
れ

て
い

た
．

明
確

化
に

つ
い

て
は

，
理

解
を

深
め

る
た

め
の

３
点

の
課

題
が

と
り

あ
げ

ら
れ

た
．

用
い

る
医

療
用

語
の

違
い

に
つ

い
て

は
，

最
も

課
題

の
頻

度
が

少
な

か
っ

た
．
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表２　研究結果の要約

カテゴ
リー サブカテゴリー コード内容

ク
ラ
イ
エ
ン
ト
・
シ
ス
テ
ム
×
ミ
ク
ロ
レ
ベ
ル

認知症高齢者の
状況（４）

① 認知症は，がんの次に恐れる病気と捉えられており，診断をできるだけ早く知ることを希望している（Oba 
et.al. 2021）．

② 終末期在宅療養者の生存期間について，認知症高齢者は，がん患者や高齢者よりも死亡率が低かった
（Kosaka et.al. 2021）．

③ 初期認知症の語りの特徴には，「現在の満足感に焦点化して現状の継続を希望する」と「人生最期の希望
する場所や状態の言語化」の大きく２つある（島田ら 2021）．

④ 家族に迷惑をかけたくないという思いがある（島田ら 2021）．

家族介護者の状
況（４）

⑤ 介護者の半数以上が患者の延命治療への態度を把握していなかった（Shaku et.al. 2019）．

⑥ 医師が適切に説明をしていない場合に，延命治療の選択が増加した（Shaku et.al. 2022）．

⑦ 延命治療の選択は，家族の同居人数が多いほど減少し，介護期間が長いほど低くなった（Shaku et.al. 
2022）．

⑧ 老健の場合，医療機関搬送を希望せず，心肺蘇生措置も不要，経口摂取不要の場合，最低限の点滴のみ
で良い（佐々木 2019）．

事 前 指 示 書 と
ACPの効果（４）

⑨ 事前指示書がある場合，ACPを介しても特段に水分補給・栄養補給の意向に違いがなく，患者の意思が
反映されていた（Wada et.al. 2022）．

⑩ 家族介護者にACPに関する懸念を尋ねたところ，認知症と診断されてからの時間が長いことと，心理的
幸福度が低いことの両方が，介護者の不安の高さと有意な関連性を示した（Nakanishi et.al. 2022）．

⑪ ケア専門家がACPに関与すると，家族の懸念が低くなった（Nakanishi et.al. 2022）．

⑫ ACPへの関心が高まるタイミングは，入所の必要性がある時である（Nakanishi et.al. 2022）．

ワ
ー
カ
ー
・
シ
ス
テ
ム
×
メ
ゾ
レ
ベ
ル

認知症高齢者と
ACPの 実 施 状
況（１）

⑬ SPICTにより，緩和ケアの必要性のある認知症高齢者がかりつけ医とACPについて話し合ったことがあ
るのは極わずかであった（Hamano et.al. 2018）．

認知症高齢者へ
のACPの 実 施
に関する専門職
等の認識（６）

⑭ 家族介護者に実用的でわかりやすい情報を提供する（Hirakawa et.al. 2019）．

⑮ 認知症診断とアセスメントに関する医師への教育（Hirakawa et.al. 2019）．

⑯ 医療従事者間での情報共有（Hirakawa et al. 2019）．

⑰ 高齢者と医療提供者の双方にACPに対する認識を高める必要性がある（Hirakawa et.al. 2019）．

⑱ 患者の希望が反映されない状況であるため、認知症ケアチームを立ち上げることを望んでいる（Hirakawa 
et.al. 2017）．

⑲ 認知症高齢者の意思決定を尊重する方法として、ACPを臨床現場で体系的に実施できることが期待され
ていた（Hirakawa et.al. 2017）．

ACPの 実 施 に
よって期待され
ること（４）

⑳ 認知症高齢者等の終末期の希望が表明できるよう，情報提供と対話を行うことは，QOD（死の質）との
関連が高い（Takada et.al. 2021）．

� 認知症高齢者等が終末期の希望を表明できなくなった場合の準備が行える（Takada et.al. 2021）．

� 認知症高齢者に配慮した意思表示を促す工夫が行える（Takada et.al. 2021）．

ACPの 実 施 に
おける課題（１）

� アメリカのACP研修ツールキットを，日本で活用するためには，翻訳上の課題と医療制度の法的な違い
を踏まえて，当事者とコミュニケーションを図る必要がある（Donne et.al. 2022）．
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件の研究結果の要約を示した．23コード，７サ
ブカテゴリー，２カテゴリーが生成された．な
お，カテゴリーを【　】，サブカテゴリーを［　］，
コードを〈　〉で表した．各コードの文頭には，
各コードの通し番号を示す丸数字を置いた．

（�１）【クライエント・システム×ミクロレベ

ル】の要約結果

　【クライエント・システム×ミクロレベル】は，
３サブカテゴリー，①～⑫の12コードとなった．

研究結果の要約からは除外した．また，ワー
カー・システム×ミクロレベルと，クライエン
ト・システム×メゾレベルは分類件数が少ない
ことから，質的記述的研究に基づく要約・コー
ド化の対象からは除外した．

３�．ソーシャルワーク実践モデルを活用した認

知症高齢者対象のACP研究の要約

　表２に，クライエント・システム×ミクロレ
ベル８件，ワーカー・システム×メゾレベル５
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の最終段階で治療やケアの希望を持っているも
表明されない傾向にあり，家族介護者の介護や
生活状況が延命治療の選択に影響すること，
ACPは認知症高齢者本人，家族の意向に応え
ることができる効果があることが示された．

（�２）【ワーカー・システム×メゾレベル】の

要約結果

　【ワーカー・システム×メゾレベル】は，４
サブカテゴリー，⑬～�の11コードとなった．
１）［認知症高齢者とACPの実施状況］

　〈SPICT ２）により，緩和ケアの必要性のある
高齢者がかかりつけ医とACPについて話し
合ったことがあるのは少数（⑬）〉であった
（Hamano et al．2018）．この結果は，かかり
つけ医がACPを積極的に取り入れていないこ
とを示しており，より慎重に緩和ケアアプロー
チを行うべきであることが指摘されていた．
２�）［認知症高齢者へのACPの実施に関する専

門職等の認識］

　地域に根ざした認知症高齢者への統合的アプ
ローチを成功させる重要な課題として，〈家族
介護者に実用的でわかりやすい情報を提供する
（⑭）〉こと，〈認知症の診断とアセスメントに
関する医師への教育（⑮）〉，〈医療従事者間で
の個々の認知症高齢者のケアに関する情報の共
有（⑯）〉，〈高齢者と医療提供者の双方にACP
に対する認識を高める（⑰）〉こと（Hirakawa 
et al．2019），〈患者の希望が反映されない状況
であるため，認知症ケアチームを立ち上げるこ
と を 望 ん で い る（ ⑱ ）〉 こ と（Hirakawa et 
al．2017）が示された．よって，専門職等は，〈認
知症高齢者の意思決定を尊重する方法として，
ACPを臨床現場で体系的に実施できることを
期待（⑲）〉していた（Hirakawa et al．2017）．
３）［ACPの実施によって期待されること］

　〈認知症高齢者等の終末期の希望が表明でき
るよう，情報提供と対話を行うことは，QOD（死
の質）との関連が高い（⑳）〉ことが示された
（Takada et al．2021）．ACP実践によって期
待されることは，〈終末期の希望を表明できな
くなった場合の準備（�）〉と，認知症高齢者

１）［認知症高齢者の状況］

　〈認知症は，がんの次に恐れる病気（①）〉と
して捉えられており，〈認知症である診断をで
きるだけ早く知ることを希望（①）〉している
ことや（Oba et al．2021），〈家族に迷惑をか
けたくない（④）〉という心情を抱えている（島
田ら 2021）ことが示された．また，認知症高
齢者の特徴として，〈がん患者や高齢者よりも
死亡率が低い（②）〉ことや（Kosaka et al．
2021），初期の認知症の語りとして，〈「現在の
満足感に焦点化して現状の継続を希望する」と
「人生最期の希望する場所や状態の言語化」
（③）〉の大きく２つあること（島田ら 2021）
が示された．
２）［家族介護者の状況］

　家族介護者の半数以上が患者の〈延命治療へ
の態度を把握していない状況（⑤）〉（Shaku et 
al．2019）が示された．また，家族介護者の選
択として，〈医師が適切に説明をしていない場
合に，延命治療の選択が増加（⑥）〉し，〈家族
の同居人数が多く，介護期間が長いほど延命治
療への選択が減少（⑦）〉する特徴が示された
（Shaku et al．2019）．さらに，介護老人保健
施設に入所している場合，〈医療機関搬送を希
望せず，心肺蘇生措置も不要，経口摂取不要の
場合，最低限の点滴のみで良い（⑧）〉（佐々木 
2019）という，生活する環境要件による選択の
特徴が示された．
３）［事前指示書とACPの効果］

　〈認知症と診断されてからの時間が長いこと
と，心理的幸福度が低いことの両方が，介護者
の不安の高さと有意な関連性を示す（⑩）〉も，
〈ケア専門家がACPに関与すると，家族介護
者の懸念が低く（⑪）〉なり，家族の精神的負
担を軽減できる効果があること（Nakanishi et 
al．2022）が示された．また，事前指示書や
ACPを介すことにより，〈治療・ケアに患者の
意思が反映されたこと（⑨）〉が示され（Wada 
et al．2022），〈ACPへの関心が高まるタイミ
ングは，入所の必要性がある時点（⑫）〉とい
う報告もあった（Nakanishi et al．2022）．
　これらをまとめると，認知症高齢者は，人生
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は，人生の最終段階の意向が十分に表出・反映
されていないことが考えられる．
　家族介護者は，人生の最終段階において代理
意思決定者として重要（牧野 2020）であるも，
家族介護者の半数以上が患者の〈延命治療への
態度を把握していない状況（⑤）〉が示された．
牧原ら（2023）は，代理意思決定を経験した家
族の心理的負担の大きさを明らかにしている．
これらは，先行研究において認知症に関する知
識の無さ（塩﨑ら 2020）や，意思が不明であ
ること（竹森 2021）等が要因とされており，
家族介護者が事前に認知症高齢者の意向を共有
する機会を設ける必要性を示唆している．ま
た，〈医師が適切に説明をしていない場合に，
延命治療の選択が増加（⑥）〉する傾向にある
ことや，治療の説明と質疑，医療従事者への不
信感が代理意思決定の後悔に影響する（塩﨑 
2017）ことから，専門職がACPに関与する際
のコミュニケーションスキル不足が本来の意向
とは異なる意思決定や，決定に対する迷いにつ
ながることが指摘されている．医療従事者の説
明スキルを高め，意思決定プロセスの中で専門
職との信頼関係の構築を図る必要がある．認知
症高齢者と家族介護者に対するACPの効果に
ついて，〈認知症と診断されてからの時間が長
いことと，心理的幸福度が低いことの両方が，
介護者の不安の高さと有意な関連性を示す
（⑩）〉結果となったが，ケア専門職がACPに
関与すると，家族の不安が低くなっていた．こ
うしたACPの実践は，認知症高齢者とその家
族介護者の課題の解決につながる効果があるこ
とが示唆された．

２．専門職団体等のACPの意識に関する考察

　専門職団体の認識として，ACPは積極的に
取り入れられていない（Hamano et al．2018）
ものの，医師への教育（⑮），情報の共有（⑯），
認知症高齢者と医療従事者の認識を高める
（⑰）必要性が明らかにされた．その上で，認
知症高齢者が終末期の希望を表明できるよう，
〈情報提供と対話を行うこと（⑳）〉で，認知
症高齢者に配慮した〈意思表示を促す工夫

に配慮した〈意思表示を促す工夫（�）〉を行
えることである（Takada et al．2021）．
４）［ACPの実施における課題］

　ACP実施における課題として，〈アメリカの
ACP研修ツールキットを，日本で活用するた
めには，翻訳上の課題と医療制度の法的な違い
を理解した上で，当事者とコミュニケーション
を図る必要がある（�）〉（Le Donne et al．
2022）．
　これらをまとめると，医師がACPを積極的
に取り入れていない状況を指摘する知見がある
一方で，地域に根ざした認知症高齢者への統合
的アプローチを成功させるための課題の整理が
行われていた．ACP実践には，終末期の希望
を表明できなくなった場合の準備と，認知症高
齢者に配慮した意思表示を促す工夫が期待され
ていた．

Ⅳ．考察

　本研究の目的は，石川（2019）の枠組みを用
いて，認知症高齢者対象のACP実践の知見を，
ソーシャルワーク実践モデルの視点から体系的
に整理し，これまでの実践内容と今後の実践課
題を明らかにすることとした．本研究で得られ
た結果を，次の２点から考察する．

１�．認知症高齢者と家族介護者の特徴に関する

考察

　本研究では，〈認知症は，がんの次に恐れる
病気（①）〉として，〈認知症である診断をでき
るだけ早く知ることを希望（①）〉している等，
認知症高齢者自身が認知症とその診断に抱く心
情の特徴が示された．また，〈家族に迷惑をか
けたくない（④）〉という心情を抱えているこ
とから，将来に対する意向があるものの，表出
されない傾向にあることが考えられた．日本財
団（2021）の調査では，「死期が迫り人生の最
期をどこで迎えたいかを考える際に，あなたに
とって重要だと思うことは何ですか」という問
いに対して，「家族等の負担にならないこと」
の回答が約９割であった．特に認知症高齢者

− 46 −



日本社会福祉学会中国・四国ブロック　第12号　2025.1

的に担っている介護支援専門員やソーシャル
ワーカーによる認知症高齢者を対象とした
ACP実践について，各実践の目的に関する知
見も積み上げていく必要性があると思われる．

３．本研究の限界と今後の展望

　本研究の限界として，本研究は公表された文
献を対象に行った文献研究であり，現在の医
療・福祉現場におけるACP実践の状況を十分
に把握・反映できているとはいえない．また使
用した文献のデータベースでは制度・政策に関
する文献を抽出できなかったことから，本研究
の結果からはACP実践におけるマクロシステ
ムの知見を十分に反映できなかった．そのた
め，本研究の知見はミクロ・メゾシステムに限
定的であるといえる．今後，ACP実践のマク
ロレベルに関する検討に視野を広げるととも
に，認知症高齢者へのACP実践を通して，
ACPにおけるソーシャルワーク機能の確認な
どに取り組んでいくことが課題である．

付記

　本研究は日本社会福祉学会第71回秋季大会で
の発表内容に，大幅な加筆・修正を加えたもの
である．

注
１）マクロレベルに該当する文献はなかったので，

掲載から除外した．

２）SPICT（Supportive and Palliative Care 

Indicator Tool）は，緩和ケア・アプローチの必

要な非がん患者を同定するツール（浜野 2016）

である．
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A�Literature�Review�on�Advance�Care�Planning�
Utilizing�the�Social�Work�Practice�Model�for�Older�Adults�with�Dementia

Takuya MAKIHARA　Ayumi OCHI　Tatsuya HOSOBA

−Abstract−
　Reflecting the wishes of the patient in selecting medical treatment and care in the final stage of life 
is a major issue in supporting the elderly with dementia. The purpose of this study was to 
systematically organize the knowledge of advance care planning （ACP） practice for the elderly with 
dementia from the perspective of the social work practice model, and to clarify the content of past 
practice and future practice issues. The following findings were obtained from the literature review. 
（1） Although family caregivers’care and living conditions influence the choice of life-prolonging 
treatment and care in the final stage of life more than the patient’s own, ACP practice might be able 
to meet the patient’s intentions. （2） ACP practice was expected to prepare for the case when an 
elderly person became unable to express his/her will in the final stage of life, and to devise ways to 
understand the will of the elderly person with dementia. In the discussion, the necessity for care 
managers and social workers to actively practice ACP with elderly persons with dementia and to 
accumulate knowledge so that they could better understand the wishes of the person with dementia 
was discussed.

Key words： advance care planning，older adults with dementia，social work practice model，
decision-making support，the final stage of life
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